
別紙２
【GIGAスクールサポーターの配置】

Ｎｏ． 事項 問 答

1

GIGAスクールサポーター 　ＧＩＧＡスクールサポーターの役割としては何が想定されていますか。 　学校におけるＩＣＴ環境整備の初期対応について技術的な面から支援するも
ので、業務としては、例えば、ＩＣＴ環境整備の設計、工事や納品対応、端末の
使用マニュアル（ルール）の作成、教員に対する使用方法の周知などを想定し
ています。

2

GIGAスクールサポーター 　GIGAスクールサポーターとICT支援員はどう違うのでしょうか。活用する
人材について何か条件がありますか。

　GIGAスクールサポーターは、学校におけるＩＣＴ環境整備の初期対応につい
て技術的な側面から支援を行うもので、具体的には、学校におけるＩＣＴ環境整
備の設計や使用マニュアル（ルール）の作成などを行うものです。
　ICT支援員は、日常的なＩＣＴ活用支援を行うもので、具体的には授業支援、
校務支援、環境整備、校内研修を行うものです。各自治体において活用する
人材について条件は特にありません。

3

GIGAスクールサポーター 　従来ＩＣＴ支援員として活用している人材を、ＧＩＧＡスクールサポーターと
して活用してもよいでしょうか。

　ＧＩＧＡスクールサポーターとして必要な専門性を有する人材であれば、現在、
ＩＣＴ支援員として活用している人材を活用しても差し支えありません。ただし、
仮に同一の人物が双方の役割を担う場合、補助対象範囲を特定するために、
GIGAスクールサポーターとしての業務とそれにかかる日数や時間、経費を書
面をもって予め明確にしておくことが必要です。

4

補助対象経費 　補助対象経費の具体的な範囲はどうなっていますか。 　「学校におけるＩＣＴ環境整備の初期対応」という本事業の趣旨に必要となる
人件費、旅費、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、雑役務費、委託料等とな
り、各費目の具体的な内容の例示は次のとおりです。
　人件費：報酬（社会保険料（本人負担分に限る）を含む。）、報償費
　旅費：各地方公共団体の会計規則等（業務委託、人材派遣の場合は委託や
　　　　　派遣を担う事業者の規定等）に基づく金額
　消耗品費：消耗品類、図書、資料代
　印刷製本費：各種印刷に係る経費
　通信運搬費：郵便、電話、データ通信
　雑役務費：派遣契約

5

補助対象経費 　GIGAスクールサポーターは、本事業で想定されているすべての業務を
しないといけないのでしょうか。

　自治体ごとに、ICT環境の現状や教育委員会の体制は異なります。「学校に
おけるＩＣＴ環境整備の初期対応」という本事業の趣旨を踏まえつつ、各自治体
や学校の実態に応じて、GIGAスクールサポーターの想定される業務内容のう
ち特定の業務に重点化していただいても差し支えありません。

公立学校情報機器整備費補助金に関する自治体向けＦＡＱ【令和2年10月19日】

※黄色セル…新規内容、追記、削除

1 / 6 ページ



Ｎｏ． 事項 問 答

6

補助率 　自治体ごとの標準補助額の考え方を教えてください。 　標準補助額とは、整備対象とする学校数をもとに、一定の算式を用いて学校
設置者ごとに標準的な補助額を算定するもので、補助額の目安を示すもので
す。ただし、設置校３校以下の補助事業者については、算式にかかわらず、
115万円（当該学校設置者の事業費の１／２まで）となります。
　なお、標準補助額を超える部分については、予算の範囲内で調整額により増
額して算出することがあります（当該学校設置者の事業費の１／２まで）。

7

配分方針 　配置校や、単価、業務期間は標準イメージ（４校に２名，年間230万，半
年）のとおりでないといけないのでしょうか。
　また、人材を確保する際には直接雇用以外の形態（委託、派遣など）も
可能でしょうか。

　標準イメージは標準補助額を算出するための便宜的なもので、GIGAスクー
ルサポーターとして活用する者の人数や単価、期間については、「学校におけ
るICT環境整備の初期対応」という本事業の趣旨を踏まえつつ、自治体におい
て柔軟に定めることができます。また、GIGAスクールサポーターの活用の仕方
について、自治体で直接雇用・委嘱することのほか、事業者に業務委託をする
ことや事業者から人材の派遣を受けることも可能です。

8

その他 　国が行うICT活用教育アドバイザーとGIGAスクールサポーターはどうよ
うに違うのでしょうか。

　ICT活用教育アドバイザーは、国が委嘱するアドバイザー（大学教員、先進自
治体職員等）が、各教育委員会等に対し、派遣やオンラインで環境整備やICT
を活用した指導方法など、教育の情報化全般について助言・支援を行うもので
す。
　他方、GIGAスクールサポーターは、教育委員会等の学校設置者が、本事業
の補助金を活用して、ICT技術者をサポーターとして募集・配置し、学校におけ
るICT環境整備の初期対応に従事させるものです。

9

繰越 　本事業の予算は令和３年度に繰り越すことができますか。 　申請時点では令和２年度中に業務が終了する見込みであることが前提です
が、本事業の補助金は繰越明許費として国会の議決を経ているため、何らか
の事情により業務が遅延した場合には、繰越が可能です。なお、事業遅延によ
り繰り越しを行う場合は、交付要綱に従い事業遅延報告書の提出等の繰越手
続が必要です。また、地方公共団体の関係機関の承認を経る必要がありま
す。

10

地方負担分 　地方負担分について何らかの財政措置はありますか。 　新型コロナ対応地方創生臨時交付金を活用することにより、本事業の地方負
担額の80％が交付金の交付限度額に算入されます。
※令和2年6月24日付け文部科学省大臣官房会計課地方財政室より各都道府
県・指定都市教育委員会予算事務主管課宛通知した「令和2年度第2次補正予
算に計上された文部科学省所管の地方向け事業に係る新型コロナウイルス感
染症対応地方創生臨時交付金の取扱い等について（情報提供）」を参照くださ
い。

11

標準補助額 　交付申請様式の設置学校数欄には分校は１校と数えてよいでしょうか。 　分校は本校とは別の敷地にあることが一般的であるため、分校を１校と数え
ることは差し支えありません。

12

標準補助額 　交付申請書添付様式の設置学校数欄には、GIGAスクールサポーター
を配置する予定のない学校も１校と数えてよいでしょうか。

　標準補助額は自治体ごとの補助額の目安にすぎない（希望調査においては
標準補助額を超える補助金要望額を提出することも可能）ため、自治体が設置
する学校である限り、GIGAスクールサポーターを配置するかどうかにかかわら
ず、１校と数えることは差し支えありません。
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13

標準補助額 　交付申請様式の設置学校数欄には高等学校は１校と数えてよいでしょ
うか。

　自治体が設置する学校である限り、１校と数えて下さい。

14

 標準補助額 　 標準補助額を超える補助金要望額を出すことも認められていますが、
 上限はありますか。

　 上限はありません（標準補助額を超える部分については、事業全体の予算残
 額から自治体ごとの調整額を算出することになります）。

14

GIGAスクールサポーター 　GIGAスクールサポーターとなる人材を見つけることが困難な場合は、ど
のような方法で探せばよいでしょうか。

　学校ICT化サポート事業者一覧のページ（https://www.oetc.jp/ict/partner/）
において関係事業者の情報を提供しています。
（情報を掲載する事業者の例）
・人材を紹介する事業者
・人材を派遣する事業者
・人材の募集に協力する事業者
・ICT人材が担う業務そのものを受託し実施する事業者
自治体においては、地域やICT人材の業務領域から検索し、条件に合う事業
者等が見つかりましたら担当者に連絡し、相談を進めてください。
なお、掲載情報の充実に努めており、概ね１、２週間毎を目途に情報を更新し
ていますので、適宜参照してください。
（上記以外で人材を確保した例）
・保守業者への委託
・ネットワーク、端末整備業者への委託
・ＩＣＴ支援員等による紹介
・県が実施している事業の活用
・シルバー人材の活用
・地域おこし協力隊の活用　　など

15

GIGAスクールサポーター 　GIGAスクールサポーターの雇用形態は委託契約でもよいということで
すが、委託先となる事業者は、校内通信ネットワーク整備を請け負った
業者や端末納入事業者でも問題ないのでしょうか。

　ネットワーク整備を請け負った事業者や端末を納入した事業者に、GIGAス
クールサポーターの業務を委託することは差し支えありません。実績報告に当
たって、GIGAスクールサポーター部分の業務内容と金額を特定してお示しくだ
さい。

16

補助対象経費 　GIGAスクールサポーターの業務内容として、端末の初期設定業務を含
めてもよいのでしょうか。

　端末設定業務については、情報通信ネットワーク環境施設整備費補助金の
補助対象となっており、同補助金において対応することが望まれますが、他の
補助金に端末設定業務を含めることができなかった場合は、GIGAスクールサ
ポーターが事実上、初期設定業務に当たることまで差し支えありません。GIGA
スクールサポーターに関する契約等において業務内容に関する取り決めにつ
いて、予め事業者とよく相談してください。

17

補助対象経費 　GIGAスクールサポーターの業務内容として、いわゆるヘルプデスク業
務は認められるでしょうか。

　学校のICT環境整備の初期対応として、整備した端末やネットワークが安定
的に稼働するかどうかを確認し、トラブルが起こった際、必要に応じ、学校等に
出向き対応するなどの業務をGIGAスクールサポーターの業務に位置付けるこ
とが考えられます。
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18

補助対象経費 　各学校におけるICTサポートのため、委託業務によりヘルプデスクを設
置しています。校内ネットワークや端末の整備に伴い、ヘルプデスク業務
を拡充する場合、その拡充に伴う経費の増分に対し、本事業は活用でき
ますか。

　令和2年5月1日以降（令和2年度補正予算（第1号）成立後）に拡充された経
費の増分についても補助対象経費となります。事業報告に当たって、その
GIGAスクールサポーター業務に係る拡充部分の業務内容と金額を特定してお
示しください。

19

補助対象経費 　家庭学習や家庭と学校をつないだオンライン学習を行えるよう、端末の
設定変更を行う必要があります。GIGAスクールサポーターの業務内容と
して認められるでしょうか。

　GIGAスクールサポーターが初期設定業務を行うことは本事業の目的と合致
するため、補助対象と認められます。
　なお、他の補助事業において端末設定業務を補助対象に含めている場合
は、本事業において補助対象とすることはできません。

20

補助対象経費 　GIGAスクールサポーターが業務に当たって使用する端末も補助対象
経費として認められますか。

　学校のICT環境整備の初期対応という性格を踏まえ、備品としての購入は想
定していません。レンタル経費については認められます。

21

補助対象経費 　今後、１人１台端末の調達とあわせて、授業支援ソフトの調達等も検討
しています。この調達に関する助言を得るためにGIGAスクールサポー
ターを活用したいと考えていますが、補助対象となるのでしょうか。

　授業支援ソフトの選定等についてICT人材から技術的な助言を受けること自
体は、学校におけるICT環境整備の初期対応を趣旨とするGIGAスクールサ
ポーターの業務と捉えることができ、補助対象としても差し支えありませんが、
このような事例においては、ICT活用教育アドバイザーの活用も御検討くださ
い。

22

補助対象経費 　GIGAスクールサポーターを配置する場所に指定はありますか。 　「学校におけるＩＣＴ環境整備の初期対応」という本事業の趣旨を踏まえたも
のであれば、配置場所について特段指定はありません。

23

補助対象経費 　学校ごとにGIGAスクールサポーターを契約してもよいでしょうか。 　学校ごとに契約しても差し支えありません。自治体として実績報告を提出する
際や経費額等を確実に把握するようにしてください。

24
補助対象経費 　補助金の範囲内であれば4校に4人配置しても問題ないでしょうか。 　交付決定額に基づき、弾力的に運用していただいても差し支えありません。

25

補助対象経費 　希望調査の段階では直接雇用を想定していましたが、委託契約への変
更の可能性があり、交付申請書類の費目の金額が変わってしまうことが
考えられるが、問題はないでしょうか。

　交付決定額内であれば、費目の内訳金額が変わっても差し支えありません。

26

補助対象経費 　第１・２回希望調査時（内示済み）の時よりも実際の経費がさらに増える
ことから追加申請を行ってもよいでしょうか。

　第1・２回の申請額が標準補助額に達していない場合は、第３回調査で追加
分を申請しても差し支えありません。今後の予算の執行状況を踏まえ、補助を
検討します。
　ただし、申請総額が本補助金全体を上回った場合は、これまでに申請をして
いない自治体を優先して交付します。 なお、複数回申請第1回、第2回と続けて
 した場合は、第1回、第2回それぞれの申請額に応じた報告書を作成し実施報
 告として提出してください。
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27

GIGAスクールサポーター 　交付申請以降に、業務内容を変更する必要が生じた場合、変更申請を
提出したほうがよいでしょうか。

　変更内容がGIGAスクールサポーターの業務の範囲であれば差し支えありま
せん。また、交付決定額内であれば変更しても構いません。ただし、業務内容
の変更事由について整理し、記録等をお願いします。

28

GIGAスクールサポーター 　GIGAスクールサポーターが授業のサポートに入ってもよいでしょうか。 　日常的な授業支援はICT支援員の業務になりますが、ＧＩＧＡスクール構想実
現に向けた初期対応として教員をサポートする必要がある場合、授業のサ
ポートに入っても差し支えありません。

29

GIGAスクールサポーター 　GIGAスクールサポーターが職員研修に携わってよいでしょうか。また、
GIGAスクールサポーターが講師として研修を行ってもよいでしょうか。

　GIGAスクールサポーターの業務に新しい端末の周知等も業務内容になって
います。研修内容が初期対応（操作確認・使用方法等）としての業務であれ
ば、差し支えありません。

30

GIGAスクールサポーター 　ICT支援員を配置していませんが、GIGAスクールサポーターを申請する
ことは可能でしょうか。

　ICT支援員とGIGAスクールサポーターの役割は異なるので、ICT支援員が未
配置の場合でもGIGAスクールサポーターを申請することは可能です。

31

その他 　GIGAスクールサポーターの仕様書の作成方法がわかりません。教えて
もらうことは可能ですか。

　仕様書の作成についてICT活用教育アドバイザー事務局で相談を受け付け
ています。詳しくは以下のページにある問合せフォームからお問合せください。
また以下に示した既にGIGAスクールサポーターを配置している自治体例も参
考にしてください。
【既に実施済み自治体の取組】
・ICT活用教育アドバイザーに相談した。
・既にサポーターを配置している自治体の仕様書を参考にした。
・契約している保守業者から助言を受けた。
・端末整備、ネットワーク整備事業者に相談した。　など

32

補助対象経費 　GIGAスクールサポーターに係る業務について、初期対応に含まれる業
務とはどのような業務ですか。

　これまで説明してきているネットワークや端末整備に係る設定等（保護フィル
ム、シール貼り、パスワード設定等）も含みます。また、オンラインを活用した家
庭学習の運用が安定的に実施できるようになるまでの通信障害等への対応も
対象業務として含まれます。判断がつかない場合にはご相談ください。

33

補助対象経費 　希望調査時点で人材確保ができていなかったり、雇用契約や委託契約
を結んでいなかったりしても申請してもよいでしょうか。

　令和2年度内に雇用等契約を結び事業を実施できれば、申請いただいても差
し支えありません。

34
補助対象経費 　内定額より申請額が下回ってもよいですか。 　内定額の範囲内であれば構いません。ただし、大幅に下回る場合は事前に

連絡をお願いします。

35

地方負担分 　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金は来年度に繰越
すことはできますか。

　6月24日付け新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金のQ&Aを
御覧ください。詳しいことは、県を通して内閣府　地方再生推進室　臨時交付金
担当（03-5501-1752）まで問合せください。
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36

繰越 　来年度に繰越すことができると記載がありますが、交付申請額の満額
を繰越すことはできますか。

　今年度執行することを前提としているので満額を繰越すことはできません。事
業終了日は令和3年3月31日までとなりますが、端末納期などの遅れに伴い、
その後の作業等が年度を超える場合（雇用、委託契約でその旨、期間延長等
の記載がある契約など）は繰越は可能です。

37

繰越 　来年度に繰越をする際、自治体は新規予算として改めて予算を計上す
ることになりますか。

　各自治体によって異なるため、関係部署に確認してください。あわせて、【9月
16日付けの事務連絡「令和２年度公立学校情報機器整備費補助金（４事業）
の実績報告について」】でお知らせしていますので、確認してください。

38

実績報告 　2回交付決定を受けた場合、交付決定毎に実績報告を作成しなければ
ならないのでしょうか。

　【9月16日付けの事務連絡「令和２年度公立学校情報機器整備費補助金（４
事業）の実績報告について」】にも記載している通り、原則、交付決定毎の実績
報告の作成をお願いしていますが、やむを得ない場合は、1本化での報告を可
能としてます。
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